
資料１

現状の分析、課題の抽出



１．振り返り、意見の集約
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１．振り返り、意見の集約

月舘委員
＊雇用の創出に関して、広域での連携を是非進めていかなければないと思う。

＊雇用の促進や創出において、三沢市を含む県南地域はアクセスや住環境が他地域に比べて良い。

＊より多くの選択肢を望めるよう、市町村の枠によらない広域連携を進めていかなければならない。

附田委員
＊人口減少を前提とした政策を今後とっていくのか、また企業の生産性をどのように考えていくのかによって、
取組の方向性が変わってくると思うが、どのように考えているのか。

片山委員

＊市内に集積している製造業は重要で、様々な波及効果があり、自治体にとっても大きな影響を与えると思う。

特に三沢の農水産物を加工して付加価値を捻出し、域外に販売して外貨を獲得する仕組みが加速すればいいと
思う。

＊人材の確保は多くの企業にとって課題となっている。

＊DXの観点から市独自のツールで求人情報等の発信ができれば良い。

＊近年では、原油・物価高騰が各業種に大きな影響を与えている。支援策はどのようなものが必要か。

工藤委員

＊事業承継について、市においても連携サポート体制を。

＊移住・定住の促進や担い手を育てる企業誘致、起業による産業基盤を整備し、人口減少の歯止め対策に
について議論をお願いしたい。

＊三沢市においても都市部の大企業の働き方の多様化により、大企業やベンチャー企業等で働く優秀な人材の副
業・兼業は、スキルアップ等、大企業にとって人気が高くなっている。こうした地域貢献人材の活用方法の紹介

や市内企業と地域貢献人材のマッチングを支援するプロジェクトを考えてみては。
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１．振り返り、意見の集約

成田委員
＊出生・死亡数もさることながら、企業誘致や担い手確保等、引き続きそれらの施策を推進していくしかない。

＊創業支援によって、地域における職業の幅も増えるので重要だと思う。

内澤委員
＊家を建てる場合、市内ではなく近隣自治体（おいらせ町、六戸町）を選ぶ方が多いように感じる。結
婚についても減ってきている状況が見える。三沢市に住むと、こういう良いことがあるという風な対策を立てて
いけばある程度は人の確保ができるものと思う。

田村委員
＊本学（八戸学院大）学生の場合、約60%奨学金を借りていて、卒業時には約600万円の負債を抱えている。給

料が低いと当然返済による負担も大きいことから、給料水準の高い都市部に向かう傾向があると思っている。

＊給料そのものは企業の状況にもよるが、他自治体では奨学金返済額の半額を控除する支援を行っており、そう
いった行政からのアプローチも重要であると考える。

中村委員
＊三沢商業では約4割の卒業者が就職しており、そのうち多くは県内で就職している。
＊生徒は地元（企業）定着に向けて勉強・活動しているので、企業の皆さんとともに取り組んでいきたい。

南委員
＊出生数と死亡数が2015年のあたりを境に死亡数が右肩上がり、逆に出生数が減少傾向に入れ替わっているが、
この部分は何かの要因があるものなのか。

花田委員
＊人口を増加させるには、雇用の場を増やすことが大事。奨学金を借りて大学を卒業した方への補助や助成が

あれば、企業としても若者を雇いやすい。聞くところによると約6割の学生が奨学金を利用しているようで、
企業としても検討したい。県では一部実施しているが、市の方でも考えてみてはどうか。
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１．振り返り、意見の集約

稲川委員
＊2015年12月に三沢市中小企業振興条例が制定されてから7年が経過している。ここに掲げる理念を具現化して、
活用を図っていく必要があると思う。

鹿目委員

＊これまで取り組んできた人口減少対策関連の事業について、数値的に何かしらインパクトのあった事業を教え
て欲しい。

＊雇用を生むためには、来てもらう受け皿をいかに整えるか、企業をしっかり磨いておくかが大切だと思う。

＊変化の時代に対応できる人材の創出が必要である一方で、これに取り組めていない企業が多くあることも

現実。企業努力だけでなく、官民が連携した人材育成の取組が必要。

＊人材確保が難しい現状において、IT化・自動化によるリソース削減は求められるが、なかなか着手できていな

い。具体的なノウハウが不足している中で、現場に寄り添う伴走型支援が必要ではないか。

＊後継者不足による廃業や店舗へ移転の増加が今後想定されるが、そのような企業が事業承継等により存続し
ていくための支援はないものか。
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久保委員

＊人口が増えない理由の一つは、働くお母さんが大変だからだと思う。このほかにも様々な働き方に関する需要

はあるため、働きやすい職場環境づくりを強化し、柔軟な働き方を支えていく取組があれば良いと思う。

＊若年者の流出に対して、出ていかないようにするというよりも、一旦県外に出てから帰ってこられるよう
なシステムがあれば良いと思う。

＊他地域の先進事例等があれば、そういったものを共有できる場があると良いと思う。



１．振り返り、意見の集約
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保坂委員

＊UIJターンや若者・女性の定着を議論する上で三沢市単体の施策だけでなく、周辺市町村を巻き込んだ施策
の検討も必要で、地域の風土も重要になってくると考える。
＊出張や単身赴任で三沢を訪れている人や米軍・自衛隊関係者が三沢市にお金を落としたいと思える商品・サー
ビスの生産が必要。そのような商品・サービスを作り出す事業者に対して、支援する施策が必要。

＊中学・高校卒業の受け皿がないことが三沢市の人口流出要因の一つであると思う。例えば六ヶ所やむつ市
のようにサテライトキャンパス設置も選択肢の一つであると考える。

＊10代20代の若年者をつなぎとめる施策も重要だが、社会人のリカレント教育の場も必要であると考える。

＊IT人材に関しては男女問わず、育成・養成していく必要であると考える。



三沢市議会における意見交換会（R5.1.11） 意見のポイント

(1) 中小企業が抱える今後の課題について

鹿
目
委
員

＊官民連携の人材育成・創出

＊ＩＴ化・デジタル化等に伴う伴走型支援

＊後継者不足に伴う廃業・閉店への支援

西村
議員

・行政と企業の連携は大事。本腰を入れて。
・ＩＴ人材の伴走支援は国だけでなく、市でも
やっていく必要がある。

中村
委員

・商業就職者のうち、多くは県内で就職する。
・生徒は地元定着に向け勉強・活動しているので、
共に取り組んでいきたい。

田嶋
議員

・後継者もそうだが、現場の人材確保が難しい。
・そもそも何から手を付けていったら良いか・・・

片山
委員

・人材の確保は多くの企業にとって課題。
・ＤＸの観点から市独自のツールで求人情報等の
発信ができれば良い。

(2) 雇用の場の創出について

月
舘
委
員

＊雇用促進/創出において県南地域は優位

＊より多くの選択肢を望めるよう、広域連
携を進めていかなければならない

奥本
議員

・行政がガンガン引っ張っていかないと。

成田
委員

・創業支援によって職業の幅も増えるので大事。

佐々木

議員

・専門家派遣・伴走型支援ができるような体制を。
・市内の優れた企業技術を若者へ教えてあげる。
・細分化された創業支援や産学官金の連携体制。

保坂
委員

・交通インフラ等、住環境の良さは強み。
・サテライト含め高等教育機関を。(進学流出対策)
・社会人のリカレント教育も必要
・若者女性定着は賃金だけでなく地域風土も大事。

春日
議員

・奨学金返済支援もポイント
・育休女性のテレワーク等、デジタル人材の育成。

保坂
委員

・ＩＴ人材は男女問わず。人材の掘り起しも大事。

遠藤
議員

・資格等、仕事に近づく取組があれば。
・若者へのキャリア教育でＵＩターン促進を。

久保
委員

・様々な働き方を応援する取組があれば助かる。
・一旦県外に出てから戻るシステムがあれば。
・視察した先進事例を知る場が欲しい。

奥
崎
委
員

＊7月に一方通行が解除され、交
通量が増えたが、この地区をど
のように整備していくか。

(3)三沢市中心商店街地区について

舩見
議員

・民間主導で展開していくべき。
・渋滞緩和のため駐車帯等があれば。
・排雪も県と連携し進めていきたい。

花田
委員

・三沢の本当の姿が見える通り。
・できれば拡幅のうえ、しっかりし
た通りにしていきたい。

孝幸
議員

・今一度あの通りの目的を一緒に考え
ていかなくてはならない。
・一番いい方法は産「学」官金。

附田
委員

・昔は魅力のある通りだった。
・これを変えるには、官民連携し本
腰を入れて開発していかなければ。
・今のスタンスは非常に中途半端。

瀬崎
議員

・渋滞問題は時差式信号等で暫定的な
対応も必要かと。
・シャッターアート等は明るいイメー
ジができて良いと思う。

人材確保・育成

後継者対策

デジタル・DX

伴走型支援

多様/柔軟な働き方

情報発信

より高い教育/養成の場 広域連携

一緒に考えていく

官民/産学官金の連携
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１．振り返り、意見の集約

■これまでの意見を分類

≪グループ１≫若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

≪グループ２≫人材の育成、確保、地元企業の基盤維持

• 転職を契機とした県外（市外）への転出、就職を契機とした転入状況は？
• 高校生、大学生の進路状況は？ ・給与水準の高い都市部（県外）への転出？
• 奨学金の利用状況は？ etc.

• 人材育成、確保の企業的優先度は？ 事業承継に関する状況は？
• DXやIT人材に関する取組状況は？ etc.

学生・求職者・被雇用者
に関する取組

企業・雇用者
に関する取組

≪グループ３≫その他未分類事項

• 物価高騰、原油高、コロナ禍といった外的要因によるもの
• 当会議自体に係ること

※今回会議の意見等を
含め、再整理
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２．データによる裏付け
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２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(ア)三沢市の社会減率、社会減率

自然増減率は、すべての市町村で0を下回っており、
三沢市はおいらせ町に次いで2番目に低い-0.55となっ
ているが、全体として下降傾向にある。

おいらせ町 -0.30 平川市 -1.10 

三沢市 -0.55 黒石市 -1.10 

六ヶ所村 -0.74 横浜町 -1.15 

八戸市 -0.86 むつ市 -1.20 

青森市 -0.95 五所川原市 -1.23 

十和田市 -0.97 東北町 -1.28 

六戸町 -0.98 つがる市 -1.56 

上北郡平均 -1.02 七戸町 -1.61 

弘前市 -1.03 野辺地町 -1.67 

県平均 -1.08 

② 県内10市・上北郡町村の自然減率(R3.10.1～R4.9.30)

(青森県企画政策部「令和４年青森県の人口」)

三沢市の社会増減率は、全県平均・上北郡平均値を大
きく下回っている。近隣自治体である、おいらせ町、
六戸町は概ねプラスの数値となっている。

六戸町 0.26 弘前市 -0.28 

横浜町 0.24 六ヶ所村 -0.30 

平川市 0.09 県平均 -0.30 

おいらせ町 0.00 五所川原市 -0.30 

八戸市 -0.11 青森市 -0.31 

東北町 -0.12 つがる市 -0.41 

十和田市 -0.13 むつ市 -0.67 

七戸町 -0.14 三沢市 -0.77 

上北郡平均 -0.15 野辺地町 -0.86 

黒石市 -0.20 

① 県内10市・上北郡町村の社会減率(R3.10.1～R4.9.30)

(青森県企画政策部「令和４年青森県の人口」)
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２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(イ)高校生の進路状況(青森県)

全体数（生徒数）自体が減少している。進学率は専門
学校等を除いても半数近くに達し、就職率は3割を
切っている。

県外就職率は、コロナ禍による地元志向が見られたもの
の、依然として高く、全国平均の18.1%を大きく上回る
41.3%で、約6割が東京を含む関東地方となっている。
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２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(ウ) 高校生の進路状況(三沢商業)

区分 R2 R3 R4

進学 62【52.1％】 61【54.5％】 72【62.6％】

県内就職 33【27.7％】 32【28.6％】 29【25.2％】

県外就職 15【12.6％】 12【10.7％】 11【9.6％】

公務員 9【7.6％】 7【6.3％】 3【2.6％】

単位：人

(三沢商業高校進路指導部 各年度進路決定状況より再編加工)

◆ 年度別進路決定状況

進学率はR4にかけてで上昇。約6割が進学。
一方で、就職者(公務員除く)の地域別では約7割が県
内企業に就職している。

(【 】内は各年度の合計値を母数とした場合の割合)

(エ)大学生の進路状況(青森県)

県内大学卒業者のうち、県内に就職する割合は、H23
の37.7％をピークに、以降は下降傾向だったが、R3の
み上昇に転じている。
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２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(オ)県外転出入状況(15～24歳・理由別)
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年齢区分別移動者数(県外転出・転入) R3.9.30～R4.9.30

就職 転職 転勤 退職 就学 結婚 離別・

死別

介護・

看護

施設

入所

新築・

転宅

その他

15~24歳で青森県外へ転出する方が大きく上回ってい
る。多くは「就職」「就学」によるもの。一方で転入者
は「就職」「転勤」「就学」が多い。

(青森県企画政策部「令和４年青森県の人口」より)

5,168人

2,806人

三沢市の県外転出理由の大部分を「転勤」または「転
職」が占めている。（転入者も同様）
就職や就学については平均値程度となっている。

(カ)三沢市の県外転出状況(全数・理由別)
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(青森県企画政策部「令和４年青森県の人口」より)

1,254人

586人

1,168人

497人



２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(キ)新規就職者(県内)の離職状況

県内で就職した新規学卒者のうち、1年後は10%台に
とどまっているが、2年後は約30%、3年後は40%とほ
とんど全国平均を上回っている。

区分
H30.3卒
(3年後)

H31.3卒
(2年後)

R2.3卒
(1年後)

青森県
高等学校

40.2 30.5 16.2

全 国 36.9 26.3 15.0

青森県
短大等

42.2 29.5 17.3

全 国 41.4 29.6 16.2

青森県
大学等

35.2 23.7 11.0

全 国 31.2 21.5 10.6

(青森労働局「新規学校卒業者の離職状況」より再編加工)

単位：％
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２．データによる裏付け

（１）若年者の地元企業への定着、UIJターン促進

(ク) 奨学金の受給状況

区分 H28 (増減) H30 (増減) R2

大学(昼) 48.9 ↘1.2 47.5 ↗2.1 49.6

短大(昼) 52.2 ↗3.0 55.2 ↗1.7 56.9

修士 51.8 ↘3.8 48.0 ↗1.5 49.5

博士 56.9 ↘3.4 53.5 ↘1.3 52.2

単位：％

(日本学生機構令和2年度学生生活調査結果より再編加工)

◆奨学金利用者の割合(H28-H30-R2）

コロナ禍以前に比べ利用率は上昇傾向にある。
ただし昨今の要件緩和や給付型奨学金等のメニュー
拡充に伴った増加の側面もあり。

(ケ)青森県の給与水準(全国比)

青森県の現金給与総額は、徐々に増加してきているも
のの、依然として、全国の数値とは大きな差が開いて
いる。
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２．データによる裏付け

（２）人材の育成、確保、地元企業の基盤維持
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19
135

65
47

88
1

17
27

8

人材の強化(採用・育成)

財務体質・資本の強化

顧客満足度の向上

従業員満足度の向上

資金調達・資金繰り改善

価格交渉力の強化

後継者育成・事業承継への対応

マーケティング・販路開拓

研究・開発の強化

設備投資

新たな分野への事業展開

自社製品の強化

危機管理の強化

海外販売の強化

企業の社会的責任の強化

環境問題への対応

その他

市内企業の経営課題(複数選択)

(コ)市内企業の経営課題

最も多い項目が「人材の強化」であるほか、「後継
者・事業承継」も上位に位置している。

(サ)業種別の休廃業・解散件数推移

青森県内企業の休廃業・解散件数は、平成30年をピー
クに一度は減少したが、近年増加傾向にある。

15



２．データによる裏付け

（２）人材の育成、確保、地元企業の基盤維持

(シ)DX・IT人材

「どちらでもない」が最も多く、人材確保に関し
てほぼ取り組んでいないケースが多い。

件数 (n-1,382) 割合

明確になっており、現状必要
な人材を確保できている

60 4.3%

明確になっており、確保のた
めに取り組んでいる

56 4.1%

必ずしも明確ではないが、確
保のために取り組んでいる

286 20.7%

明確になっておらず、確保に
も取り組んでいない

980 70.9%

(青森県地域産業課「令和４年青森県中小企業DX実態把握調査」より再編加工)

● DX推進に必要な人材の明確さ、確保への取組状況

「既存人材の育成」が半数以上。「副業・兼業人
材の活用」の実施も見られている。

件数 (n-976) 割合

既存人材育成 491 50.3％

外部委託 196 20.1％

中途採用 161 16.5％

新卒採用 65 6.7％

副業・兼業人材の活用 44 4.5％

その他 109 11.2％

特になし 147 15.1％

● DX推進人材の獲得・確保で行った(ている)方法

16

(青森県地域産業課「令和４年青森県中小企業DX実態把握調査」より再編加工)



２．データによる裏付け

（２）人材の育成、確保、地元企業の基盤維持

(シ)DX・IT人材

「不明」「わからない」等、知識・経験・ノウハ
ウ不足により獲得・確保に至っていない状況。

(青森県地域産業課「令和４年青森県中小企業DX実態把握調査」より再編加工)

● DX推進人材の獲得・確保ができていない主な理由

最も大きい課題は「人材不足」。その他の「予算」や
「やり方」についても課題を感じている。

件数 件数

ITに関わる人材の不足 465予算の確保が難しい 307

DXに関わる人材の不足 462
DXの企業文化・風土が
ない

236

人材育成が難しい 394
経営者の意識・理解の不
足

205

具体的な効果・成果が見
えない

358相談先がわからない 109

何から始めて良いかわか
らない

321その他 31

具体的な目標設定ができ
ない

309特にない 210

● DX推進の取組にあたっての課題（※複数選択）

件数 (n-1,243) 割合

人材確保の必要がない 250 20.1％

どのように育成すればよいかわ
からない

176 14.2％

人員や予算に余裕がない 307 24.7％

確保したいが費用対効果が不明 287 23.1％

外部から確保する方法がわから
ない

32 2.6％

その他 108 8.7％

確保できている 83 6.7％

17

(青森県地域産業課「令和４年青森県中小企業DX実態把握調査」より再編加工)

(n=1,359)



２．データによる裏付け

（２）人材の育成、確保、地元企業の基盤維持

HWが主流ではあるものの、「人材紹介サービス」
や「リファラル採用」の割合も多い。

(セ)副業・兼業活用(ス)人材確保の手法

(あおもり創生パートナーズ株式会社 令和3年度「ニューノーマル時代にお
ける「副業・兼業」の可能性」より)

「副業・兼業」について約3割
の企業が【活用意向あり】と回
答。
課題は「労働時間・給与等の管
理」が最も多い。

(あおもり創生パートナーズ株式会社 令和3
年度「ニューノーマル時代における「副業・
兼業」の可能性」より)
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３．次年度の検討イメージ
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３．次年度の検討イメージ

１．若年者の地元企業への定着
ＵＩＪターン促進

２．人材の育成、確保、地元企業
の基盤維持

３．その他
（物価高、コロナ禍等）

地域の共通課題（仮）

深掘り・再整理

深掘り・再整理

共通課題の設定

分解、細分化、データ接合

課題に対する「打ち手」の検討

提 言 化
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